
 

 

 

コース別雇用管理及び 

ポジティブ・アクションに関するデータ 

（補足） 

 
※平成 25 年７月の「平成 24 年度雇用均等基本調査」の結果公表（平成 25 年７月

４日）を踏まえ、第 120 回労働政策審議会雇用均等分科会資料３等のコース別雇

用管理、ポジティブ・アクション関係のデータのうちで、更新できる箇所を更新

したもの。 
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Ⅰ コース別雇用管理
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１．規模別コース別雇用管理制度のある企業割合（平成18年度、22年度、24年度）

資料出所：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」、 「雇用均等基本調査」
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２．産業別コース別雇用管理制度のある企業割合（平成18年度、24年度）

10.4 

21.0 

8.3 

4.7 

20.6 

42.8 

15.0 

7.2 

12.9 

13.6 

10.4 

10.1 

9.6 

11.1 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

サービス業（他に分類されないもの）

教育,学習支援業

医療,福祉

飲食店,宿泊業

不動産業

金融・保険業

卸売・小売業

運輸業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

鉱業

産業計

（％） （％）

注１：平成18年度と平成24年度の産業分類は一致しない
2：「0.0」は集計した数値が表章単位に満たないもの
3：常用労働者数30人以上の集計値

資料出所：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」、「雇用均等基本調査」
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（参考）産業別コース別雇用管理制度のある企業割合（平成22年度）
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資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」
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３．コース別採用状況別企業割合（平成18年度、24年度）

資料出所：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」、 「雇用均等基本調査」

＜定義（平成18年度）＞

総合職 ：企画的業務に従事するコース
準総合職・中間職：上記に準ずる業務に従事し、転居を伴う転勤がない

又は一定地域内のみの転勤があるコース
専門職 ：専門的業務に従事するコース
現業職 ：技能分野の業務に従事するコース
一般職 ：定型的業務に従事し、転居を伴う転勤のないコース
その他 ：その他のコース

平成24年度平成18年度

（それぞれのコースについて、採用ありの企業＝100%）

注：常用労働者数30人以上の集計値
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準総合職・中間職

総合職（全国転勤無）※２
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総合職（全国転勤あり）

男性が80％以上 男性が60～80％ 男女同程度 女性が60～80％ 女性が80％以上

※１：転居を伴う転勤がない又は一定地域内のみの転勤があるコース
で、処遇は全国的規模の転勤のあるコースに相当

※２：転居を伴う転勤がない又は一定地域内のみの転勤があるコース
で、処遇は全国的規模の転勤のあるコースとは別に規定

＜定義（平成24年度）＞

総合職 ：基幹的業務又は企画立案、対外折衝等総合的な判断を要する業
務に従事するコース

準総合職・中間職：従事する業務の一部が基幹的業務又は企画立案、対外折衝等総
合的な判断を要する業務であり、転居を伴う転勤がない又は一定
地域エリア内のみの転勤があるコース

専門職 ：特殊な分野の業務において専門的業務に従事するコース
現業職 ：技能分野の業務に従事するコース
一般職 ：主に定型的業務に従事し、転居を伴う転勤のないコース
その他 ：その他のコース



（参考）コース別採用状況別企業割合（平成22年度）

資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」

＜定義＞

総合職 ：企画的業務に従事するコース
準総合職・中間職：上記に準ずる業務に従事し、転居を伴う転勤がない

又は一定地域内のみの転勤があるコース
専門職 ：専門的業務に従事するコース
現業職 ：技能分野の業務に従事するコース
一般職 ：定型的業務に従事し、転居を伴う転勤のないコース
その他 ：その他のコース
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４．産業・規模別コース別雇用管理制度の見直しをした企業割合（過去3年間）
（平成24年度）

資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」

（%）

注：産業別は常用労働者数10人以上の集計値 7
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（参考）産業・規模別コース別雇用管理制度の見直しをした企業割合（過去3年間）
（平成22年度）

資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」

（%）

注：産業別は常用労働者数10人以上の集計値 8



５．コース別雇用管理制度の見直し内容別企業割合（過去3年間）（平成18年度、
22年度、24年度）（M.A.）

（%）

資料出所：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」、 「雇用均等基本調査」
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5.1 

7.4 

31.7 

9.0 

1.3 

21.2 

46.8 

24.9 

20.1 

8.8 

18.4 

11.1 

13.2 

1.2 

26.6 

24.3 

3.4 

37.4 

6.1 

5.0 

9.2 

12.2 

15.0 

4.3 

17.6 

14.9 

10.0 

23.6 

13.1 

15.7 

18.2 

15.6 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

その他

特定のコースの廃止

職務内容、職務レベルの高低に合わせたコース区分の見直し※１

転勤の有無、範囲によるコース区分の見直し

コースを分割または統合※２

優先的に女性を配置

人材育成の仕組みの見直し※１

職務内容、職務レベルの見直し※１
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６．規模別コース転換制度のある企業割合（平成18年度、22年度、24年度）
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資料出所：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」、「雇用均等基本調査」
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平成24年度

７．産業別コース転換制度のある企業割合（平成24年度）

資料出所：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」、「雇用均等基本調査」

注：常用労働者数10人以上の集計値 （コース別雇用管理制度ありの企業計＝100%）

（%）

11

73.2 

85.7 

58.6 

61.0 

32.4 

34.2 

60.3 

77.1 

48.3 

37.7 

69.7 

61.3 

76.4 

39.0 

57.1 

26.8 

12.7 

41.4 

39.0 

67.6 

65.8 

39.7 

22.9 

51.7 

50.0 

30.3 

38.7 

23.6 

61.0 

42.9 

1.6 

12.4 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

サービス業（他に分類されないもの）

医療,福祉

教育,学習支援業

生活関連サービス業,娯楽業

宿泊業,飲食サービス業

学術研究,専門・技術サービス業

不動産業,物品賃貸業

金融業,保険業

卸売業,小売業

運輸業,郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

鉱業,採石業,砂利採取業

コース転換制度有り コース転換制度なし 不明



48.8 

35.9 

66.9 

58.9 

59.6 

65.3 

47.7 

78.4 

69.4 

67.4 

63.1 

60.0 

63.1 

61.7 

-

51.2 

64.1 

33.1 

41.1 

40.4 

34.7 

52.3 

21.6 

30.6 

32.6 

36.9 

40.0 

36.9 

38.3 

100.0 

0.0 10.020.030.040.050.060.070.080.090.0100.0

サービス業（他に分類されないもの）

医療,福祉

教育,学習支援業

生活関連サービス業,娯楽業

宿泊業,飲食サービス業

学術研究,専門・技術サービス業

不動産業,物品賃貸業

金融業,保険業

卸売業,小売業

運輸業,郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

*鉱業,採石業,砂利採取業

コース転換制度有り コース転換制度なし

平成22年度

（参考）産業別コース転換制度のある企業割合（平成18年度、22年度）

資料出所：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」、「雇用均等基本調査」

注１：：平成18年度と平成22年度の産業分類は一致しない
２：＊は構成比の分母となるサンプル数が少ないデータ
３：常用労働者数30人以上の集計値

（コース別雇用管理制度ありの企業計＝100%）

（%）

12

平成18年度

65.4 

63.4 

54.9 

59.2 

56.6 

88.6 

66.1 

55.9 

75.4 

75.0 

73.7 

51.7 

67.7 

34.6 

36.6 

45.1 

40.8 

43.4 

11.4 

33.9 

44.1 

24.6 

25.0 

25.9 

48.3 

32.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0100.0

サービス業（他に分類されないもの）

医療,福祉

教育,学習支援業

飲食店,宿泊業

不動産業

金融・保険業

卸売・小売業

運輸業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

鉱業

コース転換制度あり コース転換制度なし
（%）



Ⅱ ポジティブ・アクション

13



１．ポジティブ・アクションの取組状況の推移

注１）常用労働者30人以上規模の企業の集計結果
２）平成23年度は岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果

資料出所：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」、「雇用均等基本調査」

32.5 

31.7 

28.1 

30.2 

20.7 

12.1 

15.1 

10.6 

10.7 

6.7 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

平成24年度

平成23年度

平成22年度

平成21年度

平成18年度

取り組んでいる

今後、取り組むこととしている

（%）
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２．規模別ポジティブ・アクションの取組状況（平成18年度、23年度、24年度）

注）１) 平成23年度は岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果
２）「今後の予定についてはわからない」については平成18年度のみ。「以前は取り組んでいた」については23年度、24年度のみ

資料出所：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」、「雇用均等基本調査」

（%）

15

29.4 

30.4 

17.4 

36.5 

32.4 

23.4 

52.4 

38.8 

35.8 

64.1 

53.6 

49.7 

71.4 

78.8 

66.5 

32.5 

31.7 

20.7 

11.5 

14.9 

5.4 

13.5 

15.0 

8.5 

15.7 

18.4 

12.2 

14.1 

16.3 

11.4 

12.7 

6.2 

8.0 

12.1 

15.1 

6.7 

57.5 

53.6 

25.9 

49.2 

50.8 

15.5 

31.2 

41.7 

12.1 

21.0 

28.2 

9.8 

13.1 

13.5 

7.0 

54.0 

51.9 

22.3 

51.3 

52.6 

39.9 

29.2 

18.0 

50.3 

1.3 

1.1 

0.7 

1.5 

0.7 

1.1 

0.8 
2.0 

2.4 

1.6 

1.1 

1.2 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

平成24年度

平成23年度

30～99人 平成18年度

平成24年度

平成23年度

100～299人 平成18年度

平成24年度

平成23年度

300～999人 平成18年度

平成24年度

平成23年度

1,000～4,999人 平成18年度

平成24年度

平成23年度

5,000人以上 平成18年度

平成24年度

平成23年度

規模計（30人以上） 平成18年度

取り組んでいる

今後、取り組むこととしている

今のところ取り組む予定はない

今後の予定については、わからない

以前は取り組んでいた



３．産業別ポジティブ・アクションの取組状況（平成18年度、24年度）

20.6 

25.7 

37.4 

29.4 

28.8 

40.1 

26.4 
13.6 

26.9 

19.3 

19.5 

13.7 

9.5 

7.0 

3.2 

2.2 

7.2 

8.0 

6.0 

7.3 

5.0 

9.2 

6.8 

7.6 

4.2 

6.2 

23.7 

28.2 

23.7 

21.7 

18.0 

11.9 
20.3 

23.4 

26.4 

25.8 

21.0 

25.1 

26.6 

48.7 

42.9 

36.7 

41.8 

45.2 

41.9 

46.0 

58.1 

37.5 

48.1 

51.9 

57.0 

57.8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

サービス業（他に分類されないもの）

医療,福祉

教育,学習支援業

飲食店,宿泊業

不動産業

金融・保険業

卸売・小売業

運輸業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

鉱業

取り組んでいる 今後、取り組むこととしている 今のところ取り組む予定はない 今後の予定については、わからない

23.0 

44.2 

45.0 

34.9 

28.2 

44.3 

35.4 

51.0 

39.4 

28.7 

48.6 

34.4 

28.1 

25.8 

33.7 

11.3 

5.3 

12.6 

8.0 

16.7 

7.2 

13.1 

12.5 

10.8 

12.0 

9.6 

10.4 

14.8 

10.8 

7.9 

63.1 

50.3 

42.4 

57.0 

51.9 

44.9 

48.2 

33.1 

47.9 

59.3 

41.7 

53.0 

56.0 

62.1 

58.4 

1.8 

0.1 

0.1 

2.9 

2.5 

3.4 

3.3 

0.9 

0.0 

0.1 

2.2 

1.1 

1.3 

0.8 

0.0 

0.3 

1.1 

0.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

サービス業（他に分類されないもの）

医療,福祉

教育,学習支援業

生活関連サービス業,娯楽業

宿泊業,飲食サービス業

学術研究,専門・技術サービス業

不動産業,物品賃貸業

金融業,保険業

卸売業,小売業

運輸業,郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

鉱業,採石業,砂利採取業

取り組んでいる 今後、取り組むこととしている 今のところ取り組む予定はない 以前は取り組んでいた 不明

平成18年度 平成24年度

資料出所：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」、「雇用均等基本調査」

注 １：平成18年度と平成24年度の産業分類は一致しない

２：「今後の予定についてはわからない」については平成18年度のみ。「以前は取り組んでいた」については平成24年度のみ
３：常用労働者数30人以上の集計値
４：平成23年度は岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果

（%）
（%）
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17

27.0 

41.2 

38.8 

37.1 

33.9 

38.5 

35.1 

50.7 

40.5 

18.3 

40.8 

23.0 

28.9 

22.8 

16.1 

13.2 

7.9 

12.2 

13.8 

10.3 

12.4 

14.4 

7.5 

14.5 

13.3 

10.4 

10.7 

20.4 

11.4 

9.2 

58.7 

49.7 

47.5 

47.8 

54.5 

47.3 

48.4 

35.5 

43.1 

68.0 

46.5 

64.0 

50.2 

63.3 

74.7 

1.0 

1.5 

1.3 

1.3 

1.8 

1.7 

6.3 

1.6 

0.4 

1.9 

2.2 

0.5 

2.6 

1.2 

0.4 

0.3 

0.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

サービス業（他に分類されないもの）

医療,福祉

教育,学習支援業

生活関連サービス業,娯楽業

宿泊業,飲食サービス業

学術研究,専門・技術サービス業

不動産業,物品賃貸業

金融業,保険業

卸売業,小売業

運輸業,郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

鉱業,採石業,砂利採取業

取り組んでいる 今後、取り組むこととしている 今のところ取り組む予定はない 以前は取り組んでいた 不明

平成23年度

（%）

（参考）産業別ポジティブ・アクションの取組状況（平成23年度）

注 １：常用労働者数30人以上の集計値
２：岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果

資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」



（%）

４．ポジティブ・アクションに取り組まない理由別企業割合（平成18年度、24年度）

（ポジティブ・アクションに「今のところ取り組む予定はない」企業＝100.0％）

注：常用労働者数30人以上の集計値
資料出所：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」 「雇用均等基本調査」
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平成24年

（%）

平成18年

17.0 

10.7 

7.7 

2.1 

5.1 

56.7 

0.8 

0 10 20 30 40 50 60

その他

日常の業務が忙しすぎるため、対応する余裕がな

い

ポジティブ・アクションの手法がわからない

男性からの理解が得られない

トップの意識が伴わない

既に十分に女性が能力発揮し、活躍しているため

コストがかかる

17.0 

3.6 

13.8 

6.3 

4.4 

0.1 

4.6 

47.6 

2.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

その他

中間管理職や現場管理職の意識が伴わな

い

女性の意識が伴わない

業績に直接反映しないため

ポジティブ・アクションの手法が

わからない

男性からの理解が得られない

トップの意識が伴わない

既に女性は十分に活躍していると思うため

コストがかかる



19

（%）

平成23年

23.3 

15.8 

9.2 

9.7 

1.6 

2.8 

36.4 

1.2 

0 10 20 30 40 50 60

その他

女性の意識が伴わない

業績に直接反映しないため

ポジティブ・アクションの手法がわからない

男性からの理解が得られない

トップの意識が伴わない

既に女性は十分に活躍していると思うため

コストがかかる

（参考）ポジティブ・アクションに取り組まない理由別企業割合（平成23年度）

注１：岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果
２：常用労働者数30人以上の集計値

資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」



５．産業・規模別ポジティブ・アクションに取り組まない理由別企業割合（平成24年度）
（%）

ポジティブ・
アクションに
「今のところ
取り組む予
定はない」企
業計

業績に直
接反映しな
いため

コストがか
かる

既に女性
は十分に
活躍してい
ると思うた
め

トップの意
識が伴わ
ない

女性の意
識が伴わ
ない

男性から
の理解が
得られない

ポジティ
ブ・アクショ
ンの手法
がわからな
い

中間管理
職や現場
管理職の
意識が伴
わない

その他 不明

産業・規模計（企業規模30人以上） 100.0 6.3 2.3 47.6 4.6 13.8 0.1 4.4 3.6 17.0 0.2

産業

鉱業,採石業,砂利採取業 100.0 22.3 - 35.2 5.1 13.9 0.6 2.1 1.5 19.3 -

建設業 100.0 17.2 - 33.7 4.0 6.6 0.1 9.4 0.5 28.3 -

製造業 100.0 9.5 0.7 38.5 10.1 12.3 - 4.0 2.3 19.5 2.9

電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 10.1 - 33.7 - 14.0 1.7 7.3 - 33.1 -

情報通信業 100.0 1.7 0.8 65.9 3.1 6.2 - 3.4 0.1 18.7 -

運輸業,郵便業 100.0 14.4 3.2 32.3 4.7 8.2 2.2 5.4 0.8 27.6 1.2

卸売業,小売業 100.0 5.0 1.1 58.4 0.8 7.5 - 7.2 1.7 18.2 -

金融業,保険業 100.0 9.8 - 56.5 6.0 4.1 - 6.8 1.2 14.6 1.2

不動産業,物品賃貸業 100.0 15.7 0.7 53.5 3.0 5.4 - 4.7 1.5 15.5 -

学術研究,専門・技術サービス業 100.0 7.8 0.1 63.3 3.9 8.3 0.1 5.6 1.3 9.6 -

宿泊業,飲食サービス業 100.0 7.7 1.7 56.8 0.5 3.8 2.0 7.1 0.3 17.8 2.2

生活関連サービス業,娯楽業 100.0 6.8 3.0 60.9 5.3 4.7 1.7 4.0 0.8 11.4 1.5

教育,学習支援業 100.0 3.2 - 75.3 6.5 6.3 - - - 8.8 -

医療,福祉 100.0 1.7 - 85.4 4.9 0.8 - 2.4 - 4.7 -

＊複合サービス事業 100.0 - - 100.0 - - - - - - -

サービス業（他に分類されないもの） 100.0 8.7 0.7 44.8 4.8 7.1 - 5.5 - 27.3 1.1

企業規模

5,000人以上 100.0 3.0 - 45.5 12.1 - - 3.0 - 36.4 -

1,000～4,999人 100.0 6.6 1.1 53.4 7.8 8.9 - 3.4 4.6 14.1 -

300～999人 100.0 4.5 - 49.4 7.5 16.3 0.3 5.1 5.1 11.7 -

100～299人 100.0 6.5 1.2 45.3 7.0 16.1 0.8 5.8 1.4 14.5 1.3

30～99人 100.0 6.3 2.6 48.0 4.0 13.2 0.0 4.1 4.0 17.8 0.0

10～29人 100.0 11.5 0.4 46.7 4.6 5.0 0.5 7.0 0.0 22.9 1.4

資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」

注１：＊は構成比の分母となるサンプル数が少ないデータ ４：産業別は常用労働者数10人以上の集計値
２：「-」は該当する数値が存在しないことを示している
３：「0.0」は集計した数値が表章単位に満たないもの 20



（参考）産業・規模別ポジティブ・アクションに取り組まない理由別企業割合（平成23年度）

（%）ポジティブ・
アクション
に「今のと
ころ取り組
む予定はな
い」企業計

業績に直接
反映しないた
め

コストがか
かる

既に女性は
十分に活躍
していると思
うため

トップの意
識が伴わな
い

女性の意識
が伴わない

男性からの
理解が得ら
れない

ポジティブ・
アクションの
手法がわか
らない

その他

産業・規模計（企業規模30人以上） 100.0 9.2 1.2 36.4 2.8 15.8 1.6 9.7 23.3

産業

鉱業,採石業,砂利採取業 100.0 16.3 1.7 20.3 3.4 17.6 0.7 6.8 33.2 

建設業 100.0 20.0 0.0 20.9 0.4 24.8 1.3 5.0 27.6 

製造業 100.0 16.8 2.3 41.1 0.3 13.7 1.5 3.4 20.9 

電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 8.7 1.2 24.4 1.2 13.4 1.2 10.5 39.5 

情報通信業 100.0 5.5 - 51.0 3.1 10.9 - 9.1 20.2 

運輸業,郵便業 100.0 12.2 0.7 17.4 2.3 14.4 1.5 4.4 47.2 

卸売業,小売業 100.0 14.4 0.2 33.8 0.7 12.9 1.9 16.4 19.7 

金融業,保険業 100.0 8.5 - 37.8 2.0 12.6 2.0 4.3 32.8 

不動産業,物品賃貸業 100.0 8.1 - 32.0 4.0 15.8 2.0 5.4 32.6 

学術研究,専門・技術サービス業 100.0 15.5 - 39.5 4.3 13.9 1.8 3.4 21.5 

宿泊業,飲食サービス業 100.0 10.4 3.5 39.4 9.2 9.7 - 7.9 19.9 

生活関連サービス業,娯楽業 100.0 9.8 0.2 45.9 0.1 10.7 - 10.7 22.6 

教育,学習支援業 100.0 6.7 - 52.0 0.2 9.5 - 1.1 30.5 

医療,福祉 100.0 5.8 3.9 67.5 0.8 2.0 0.1 2.0 18.0 

＊複合サービス事業 100.0 - - 100.0 - - - - -

サービス業（他に分類されないもの） 100.0 12.8 0.8 33.3 2.7 11.3 4.3 5.5 29.3 

企業規模

5,000人以上 100.0 7.7 - 50.0 7.7 - - 11.5 23.1 

1,000～4,999人 100.0 5.1 1.2 33.3 3.1 12.5 2.4 5.5 36.9 

300～999人 100.0 10.3 0.8 30.7 4.8 21.8 0.1 9.6 21.8 

100～299人 100.0 9.4 0.6 37.4 4.9 23.4 0.3 5.6 18.4 

30～99人 100.0 9.1 1.4 36.6 2.1 13.4 2.1 10.8 24.6 

10～29人 100.0 17.9 0.8 31.4 0.9 15.1 1.5 6.3 26.1 

資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」

注１：＊は構成比の分母となるサンプル数が少ないデータ 5：産業別は常用労働者数10人以上の集計値
2：岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果
3：「-」は該当する数値が存在しないことを示している
4：「0.0」は集計した数値が表章単位に満たないもの
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22

0.5 

8.4 

5.0 

25.4 

14.2 

37.6 

26.1 

29.4 

9.3 

37.3 

24.9 

64.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

不明

その他

転勤時の配慮

人材育成の機会を男女同等に与えること

女性が満たしにくい要件の緩和

公正・透明な人事管理制度、評価制度の構築

女性の活躍の必要性についての理解促進

セクシュアルハラスメント防止など職場環境の整備

メンター制度の導入及びロールモデルの育成

女性のモチベーションや職業意識を高めるための研修機会の付与

ワーク・ライフ・バランスを促進させる取組

女性の継続就業に関する支援

６．女性の活躍を推進する上での取組として必要と考えている事項別企業割合
（平成24年度）（M.A.）

（%）

資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」
注：常用労働者数30人以上の集計値

（全企業＝100%）
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７．規模別女性の活躍を推進する上での取組として必要と考えている事項別企業割合
（平成24年度）（M.A.）

資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」
注：常用労働者数30人以上の集計値

（全企業＝100%）
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